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はじめに

グローバル化，知識基盤社会化，市場化，人口長期逓減などの大学を取り巻く大きな社会変化は，

大学の社会的条件を規定し，大学の社会的機能や社会的構造の変革を余儀なくしており，実際に今

日は大学改革の時代であるとしづ様相を示していると言って過言で、はあるまい。特に，主として政

府の補助金，財団等の基金，国民の税金や学生の納付金・授業料などに依拠して経営される大学は

インタレスト・グループや顧客の要望や意見を傾聴し，アカウンタピリティとし、う社会的責任を果

たすことは重要な課題である。社会に対して閉鎖的な特殊主義を志向し， r象牙の塔」に陥るのでは

なく，社会に開かれた普遍主義を志向し， r学問の府」としての活力を十分高めることが欠かせない

課題である。

その意味で， rまず陳より始めよ」ではないが，大学内部の理事，学長，教員，学生，職員等々が

し、かなる意識を保持しているかを調査し，分析する作業は欠かせない。筆者達は，この中で，特に

大学教授職としての教員に照準して，種々の研究を展開してきたところである(有本編， 2008)。

それと同時に，社会の要望や意見を傾聴するために，種々の工夫を凝らすことは不可欠であること

は論を待たないだろう。現実には，従来，閉鎖性の強かった大学が漸く外部に目を向けるようにな

った結果，外部諮問委員，外部理事，外部評価などが今日，大学に導入されるようになったしア

クシデント型教員Jのように，アカデミック ・キャリア以外から大学へ参入する教員が急速に増加

しはじめている現象があるのは，そのような大学の変化を知実に示していると考えられる。このよ

うな試みに窺えるように，広く社会の各界からの協力を仰ぐことは重要な試みであるはずである。

そうした観点や問題意識に立脚して，すでに有識者調査を実施し，医師，弁護士，社長，官僚，

公務員等の要望や意見を分析し公表してきた(有本ほか， 2009)。今回の研究は，こうした有識者

調査の一環として，高校教員の大学観に焦点を合わせて，その意識を調査し，分析し，大学改革を

模索する資料として活用することに主眼がある。

合比?台山大学高等教育研究所樹受/所長
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1 .方法と仮説

(1)方法

最初に，調査の概要(サンフ。ル教・回収率・調査法)に

ついて述べておきたい。本稿は質問紙調査 「高校からみた

大学に関する意識調査J(研究代表者 ・有本章)への回答結

果のデータを用いて分析を行う。調査は2009年 12月から

2010年 1月にかけて，全国の高等学校(特別支援学校は

除く)の教員を対象に郵送法で実施されたものであり，調

査対象は層化2樹白出法に基づし、て抽出している。具榊句

には全国高等学校長協会編 『全国高等学校一覧平成21年

度版』に収録されている全国の高等学校を対象に各都道府

県別に各3分の lずつランダムサンプリング、を行って抽出

した 1715校の学校長宛に調査票を 1部ずつ配布した。調

査票には進路指導担当で可能な限り進路指導主任の続命 1

名に回答いただくことを依頼した。その結果，有効回答者

は325名，有効回答率は 18.9%で、あった。調査対象者の概

要は表の通りである(表 1-7参照)。この中，本稿では，

有効パーセントの多寡を考慮して↑生別，教育経験年数，担

当教科，を使用する。

本稿で使用する調査の中の質問項目は以下の⑬項目であ

る。①大学は高度な研究を行うべきである，②大学は研究

や学問の基礎となるような研究よりも社会にすぐ役立つ研

究を推進すべきである，③大学は社会にすぐ役に立つ研究

ではなく，基礎的な研究を推進すべきである，④大学は社

会のエリート となる人々を教育，養成すべきである，⑤大

学は学生に教養を身につけさせるべきである，⑥大学は学

生に専門的な知識や技能を身につけさせるべきで‘ある，⑦

大学は研究より教育を罫見すべきである，③大学は今より

も学費を下げるべきである，⑨大学は奨学金制度を充実す

べきである，⑮大判完に進学する学部生を増やすべきであ

る，⑪IAO入試そ椎薦入試は廃止すべきである，任渇大学

は自分の大学の教育や研究の内容を積極的に広報すべきで

ある，⑬今の日本の大学は数が多すぎである，⑭大学は高

校生の教科の学力のみを基準に入学試験を行うべきである，

⑬短期大学は4年制の大学にすべきである，⑮蜘守は積極

的に大学に財政支援すべきである，⑪日本の大学は研究中

IL型 大学，教育中{.型大学， t蹴貢献型大学などに種別化

すべきである，⑬日本の大学は生涯学習機関としての役割

を積極的に担うべきである

本文では，内容を縮小して次の略称を使用する。① 「高

度な研究J，② 「役立つ研究J， ③ 「基礎的研究J，④「教育
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書見J，⑤「エリート養成J，⑥「教養J，⑦「専門的知識J，③ 「学費値下げJ，⑨ 「奨学金制度J，⑮ 

「院生学学部生J，⑪ rAO推薦廃止， ~r広報J ， ⑬ 「大学数多すぎJ， ⑭「耕ヰの学力J， ⑮ 

「短大は四大へJ， ⑮「政府財政支援J，⑪「大学種別化J，⑬「生涯学習機関J。

(2 )仮説

図Oは，本研究の仮説を図劫句に説明してい

る。従来の高等教育は，第一期教育(初等教育)，

第二期教育(中等教育)，第三期教育(高等教育)

へと展開して現在に至っている。これは義務教

育から高等教育へと向かう上構型であり，大衆

化の推進を示す。これに対して，大学は 19世

紀に義務教育が設置された時点より 8世紀以前

の中世に誕生して，長い間少数の人々に開放さ

れたエリート教育の色彩を呈してきたが，今日

では次第に大衆化を遂げ，さらにユニバーサノレ

化の段階に到達し，第三期教育と競合する段階

に至った。その意味で，今日の大学には，エリ
仁三Eコ

ート，大衆，ユニバーサノレの性格が内包され， しかも第三期教育と競合し葛藤を来たすという，画

期的時代を迎えている(有本2005)。したがって，今日は過去の大学観を踏襲しながらもそれに固執

せず，新たなH寺代に対応した大学改革に創造的に取組むことが期待されていると言わなければなら

ない。

したがって，仮説的に言えば，現在の大学には質保証と格差社会の動きがあり，大衆化を踏まえ

てエリートイ七とユニバーサル化の動きがあり， R干Sの統合(Research=-研究 ・Teaclung=教育-

S加 dy=学修[または，Learning=学習]の統合)の動きがある，と言ってよかろう。他方，世界的にア

カウンタビリティへの志向が強まっていることも重要である (Stensakerand H田vey(edsよ2011)。
エリート化とユニバーサル化の論点はトロウモデルに由来し， R千 Sの論点はフンボルトモデル

由来する (Humboldt，1910; Trow， 1973; 2010; Cl田丸 1997)。これらの何れの方向を志向す

るかは理念の標楊とその実現とし、う現実的な問題を苧むと言わなければならない。

こうした理念は理論的には措定できるとしても，大学内外の人々が果たして現実にし、かなる理念

や期待や要望を抱いているかは，実際に調査によって確認するしか方法はない。そこで¥仮説的に

改革の方向性と質問項目の関係を対応させて提示することにした(図O参照)。具体的には， R干 S

統合による研究と教育の質保証は，研究では「高度な研究Jr役立つ研究Jr基礎的研究Jr専門的研究J，

教育では「教育爵見Jr教養jのクゃルーフ。が対応し，大衆化からエリート化はエリー 卜養成JrAO推

薦廃止Jr大学が多すぎ、Jr院進学学部Jr教科の学力Jr短大は四大へjのグループが対応し，大衆化から

ユニバーサノレ化は大学種別化Jr生涯学習機関jのグツLープが対応し，格差社会には， r奨学金制度J

「学費値下げJr政府財政支援Jのクーループが対応する。最後に，アカウンタピリティには， r広報Jが

対応する。高校教員はこれらの質問項目に対してし、かなる回答を行ったかを以下に検証し，その意

味を解釈することにしたし、。
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2. 高校教員の大学観の全体的な特徴

上述したように，高校教員の大学観を調査するために用意した質問項目は 18項目である。図 1

は，これらの項目に対する高校教員の回答を集計した結果を回答率(%)によって示している。上

位から下位に配列したl樹立をみると， r高度な研究Jr専門的知識Jr教養Jr広報Jr奨学金制度」が

5位までを占めることが分かる。さらに6位から 18位まで並べると，平均値以上は『大学数多すぎ』

「政府財政支援Jr生涯学習機関Jr学費値下げj となり，平均値以下は「基礎的研究JrAO推薦廃

止Jr大学種別化Jr耕ヰの学力Jrエリート養成Jr教育書見Jr役立つ研究Jr院進学学部学生Jr短
大は四大へんとなる。このl樹立は総合的かっi刷脚句である。すなわち，後に考察する高校教員の各

種属↑生別にみても同じ順位になることを示唆している点で，今回の調査の総論的な動向を窺う点で

重要であると言わなければならない。その意味で，なぜこのような順位になるかは，それ自体が興

味深いのであるが，少なくとも高校教員の大学観がそこに直教的に具現しているとしづ意味におい

て，興味ある事柄であると言えるのではあるまし、か。本節の主眼は，その点を考慮しながら，筆者

の視点から各国宅5プ結果から読み取れる意味とその背景に関する解釈を行うことに置かれる。以下は

角軒央の言己主である。

第 1に， r高度な研究jが第一位にランクされるのは，多くの人々には，やや意外な印象を与え

るかもしれない。というのは，最近大学は高等教育の大衆化やとりわけユニノくーサノレ化に対応して，

教育に重点を置くべきだ、とする社会の風潮や圧力が急速に高まっているとの印象は拭えなし、からで

ある。学生は伝統的学生から女子学生，社会人学生，留学生を含むニュー ・スティーデントへと多

様化を推進した(橋本編， 2010参照)。マーチン・トロウのモデノレは批判的部分もあるが，マクロ

には理論通りに，ユニバーサル化を迎えた(中村編， 2010)。大学審議会の答申や中教審の答申も

その潮流である(中教審， 2008)。その種の想定を前提にするならば，今回の調事桔果は教育より

も研究に比重を置し、た大学観を強調するとみなされるのであり，その甜処に教育富見」は，下位

から 4番目の 15位にランクされているに過ぎないのである。

第2に，そうした研究爵見に注目すると役立つ研究」や「基礎研究」よりも「高度な研究j を

富見してしも点に糊教が見出されると言ってよかろう。そのことは基礎的研究jは全体の平均値

を下回って 10位に位置づいており，また「大学は研究や学問の基礎となるような研究よりも社会

にすく、役立つ研究を推進すべきで、ある。」としづ意味の「役立つ研究Hこ至っては一層評イ面されず，ほ

とんど最下位近くの 16位に位置づいている点に明確に具現しているとみなされる。もっとも高

度な研究」は，必ずしも「基礎的研究」や「役立つ研究」を除外するものではないことは，十分考慮し

ておく必要がある。研究の内容を純粋研究や基礎研究と応用研究や開発研究に区別した場合，高度

な研究は，前者にも後者にも跨って位置づく性格を備えていると解される。なぜならば，例えばノ

ーベル賞の受賞研究は，高度な研究であるが，それが紛争研究や基礎研究の性格を備える理論であ

って，何年も後に実験や調査によって論証され，反証されて，受賞に値することが証明される事例

は少なくない。また，最近では社会に役立つ研究が受賞対象になる場合も増えており，理論の応用

や開発に重きを置く研究が脚光を浴びる。ただ，広い意味では役立つ研究であるが，質問項目の意

図したすぐ役立つ研究からはかなりの距離を置いていることを勘案すると，高校教員の選択した「高

度な研究」はその種の研究とは区別されていることが推察される。いずれにしても，今回の結果は，

高校教員が大学に対して研究を教育以上に期待し， しかも「高度な研究」を期待していることを知

実に示しているのであり，このことは，大学を「学問の府」や「最高学府」として看f故す，比較的

古典的かつ伝統的な大学観を呈していると解されるであろう。

興味深いのは，学生調査伏学生の学習経験 ・生活に関する調到(研究代表者三有本章， 2009年
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実施)と教員調査 rFD活動に関する教員調査J(研究代表者=有本章， 2008年実胞の結果と比較す

ると，高校教員の意識は大学教員の意識よりも学生の意識に近いことである。「高度な研究能力をも

っ教員J(学生3.02;教員2.68)(p. <0.05)となり，学生の期待値が大きし、からである(有本， 2010，

9頁)。

第3に，学生に対する教員の教育のあり方に対して，一定の賄事を強く表明していることが重要

であると解される。「大学は学生に専門的な知識や技能を身につけさせるべきで、あるJ(92.7%)は，

第1位とほとんど遜色の無いほど高い回答率をもって，第2位にランクされている。もとより，大

学は専門教育と教養教育のいずれを強調すべきかは従来からとかく論争のあるところであり，学士

課程は教養教育に力点を置き，大朝境課程は専門教育に力点を置く構造は，アメリカ型であるのに

対して，日本型は，戦後アメリカ型を移植しながらも 60年以上経過した今日でも必ずしも明確な

学士課程観を確立するまでに至っているとは言えない。中教審は最近，学士課程，修士課程，博士

課程の概念を導入した(中教審， 2008)。したがって，専門教育と教養教育の統合や棲み分けに関

しては，議論のあるところであるが，その点では高校教員は専門教育を蛍見するべきだとしている

のである。この点も教員よりも学生の意識に近い。すなわち専門分野の幅広い知識をもっ教員」

(学生3.33;教員3.17) (p. <0.05)となるからである(有本， 2010， 9頁)。

第4に，第3と関連するが，専門教育を爵見しているにもかかわらず，大学に「教養Jを期待し，

面見してしも点を見逃せなしL「大学は学生に教養を身につけさせるべきで、ある」とし、う「教養Jへの

回答率 (85.4%)は高く，全体に第 3位にランクされることが分かる。上述した「教育蛍見Jが低

迷するのとは対照的に， r教養」 の比重は大きい点が注目される。もっとも，教養を身につけさせる

ことは，教育を抜きにして語ることは不可能であるから，両者は密接不可分であるはずであるにも

かかわらず，調査官果では両者が黍離しているのは興味深い。この結果を踏まえると，教育愚見は

ともかくとしても教養が重要と読むべきか，それとも間接的に教養教育の重要性を示唆していると

読むべきかを詮索せざるを得ない。この問題を掘り下げて考えるならば，研究との比較では，教育

よりも研究を富見するべきとしてし、るが，教育のみに限ると，専門教育も教養教育も書見すべきこ

とを示唆している結果であるに相違ない。このことを考慮すると，上記のように研究のみが重要で

あると断泊句に看倣すのではなく，教育も重要であると考えられていることを担保しておくべきだ

と言えるであろう。

第 5に広報jの比重が高く，第 4位にランクされている点に注目せざるを得ない。選択肢の

内容は「大学は自分の大学の教育や研究の内容を積極切こ広報すべきである。J.!::1t、うものである。

なぜ広報が他の選択肢より優先されて上位に位置するのであろう7Po この点は，高校教員から見る

と，大学に広報が欠知している事実を強く意識しており，その裏返しの要望であると解されるし，

大学側からすると，これまでの盲点を衝かれたとみて差し支えあるまい。それほど左様に多くの大

学は従来積極的に広報活動をしてきたとはお世辞にも言えないだろうし，ましてや大学の外部から

は大学の内部で何が起こっているのか，その実態が見えて来な川具嗣切こ何lこ取組み，親や学生

が支払う税金や授業料に見合う水準の研究，教育，サービスなど、の質保証を行っているかがあまり

見えて来なし、。社会にはそのような不満が渦巻いていることの反映が回答に具現しているに相違な

し、。とりわけ，回答者の多くが進路指導の教員であることもそれに加担しているとみなされる(上

記，表6参照)。

高校に照準すれば，その種の情報発信不足の大学に受験生を送り込まざるを得ない限り，大きな

不安が付き纏うのは回避できないはずである。したがって，このような社会に与える不安やもどか

しさは早急に解消される努力が払わなければならないとの論理を帰結するのは当然となるが，その

証拠に，来年度から法律によって大学の情報公開が義務付けされることになったのは，その証拠の

一端を知実に物語ると言わなければならない。紅会が知りたい情報を隠すのではなく積極的に公開
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して，各大学の長所や個性を訴えることが不可欠の課題として浮上した現在，高校教員からの要望

は，その種の社会期待と呼応するメッセージが発信されていると言って決して過言ではあるまい。

第 6に， r大学は奨学金制度を充実すべきであるJとしづ選択肢を持つ「奨学金制度Jの充実が

第5位と上位にランクされていることも重要である。今日の大学の入学金，授業料，各種納付金を

含めると， 一人の学生が 4年間大学に進学するのに要する金額は相当の額に上る。その背景には，

種々の現実が横たわっているとみなされる。

例えば，その 1つには，授業料の上昇がすでに限界に来ている事実がある。国立大学の授業料は

スライド制で上昇しているので，私学と国立大学との格差は縮小している。というよりも，国立大

学の授業料が私立大学八徐々に接近していることになる。ブルース・ショーンストン達が国際比較

しているように，国立・公立大学の授業料は世界的に上昇している (Johnstoneand Marcussi， 2010， 

pp.1l7・121)。米国でも州立大学の授業料が上昇して，私学との格差が縮小し，これ以上，授業料

を上げると受験生離れが起きることは必至となっている (Folbre，201ω。授業料をし、かに低額に抑

制するかが大学経営では問われることになったし実際に切り下げする大学も登場するに至った。

2つには，授業料を支払えない学生が増加している事実がある。特にリーマン、ンョック以来， 日

本の経済状態の落ち込みが深刻の度を増し，多くの制時誰，失業を生み，失業層やワーキングプア

層をもたらし，格差社会を露呈した。その結果は，進学生徒や学生を抱える家庭と直接間接に関係

しているのであり，子どもを大学へ進学させたくてもできない家庭を増加させていると同時に，進

学しても，授業料を支払えないために，休学や中途退学せざるを得ない学生層を増加させている。

3つには，上記と関連するが，進学率が 50%を超えて，大衆化段階を超えてユニバーサノレ化段階

に到達した状況のなかで持てる者Jと「持たさ、る者」の 2極分解が加速している事実がある。

裕福な家庭は子どもの教育環境を整備し，教育におけるヘッドスタートや十分な支援を行う可能性

が高く，必然的に子どもの学力を高める効果が大きい。階層と学力の正の相闘が作用し，階層格差

と学力格差を進行させ，そのことは翻って，大学進学能力の格差を拡大する方向に作用する。大学

入試は学力，資質，面接，作文，実技などを組み合わせて行われる場合が多いが，基本的には学力

といっても，いわゆる偏差値学力によって測定されるとみなされる。全国約 800の大学は，その種

の偏差値学力で選抜・選別される，上中下の広がりを擁した階層構造を呈しており，こうした大学

格差への人材配分は，入学試験時の偏差値学力を中心とした各庖聾抜を通して，結果的に学生の出

身階層に対応して行われるメカニズ、ムが作用している。当然ながら，大学進学が困難である下位の

社会階層は，とりわけ経済が悪化する時代には一段と困難さを増し，進学百有ft退学などの増加を

来たすのは回避できない。

こうして，社会階層と大学との問には密接な関係がある以上，進学機会が閉ざされ，進学しても

中途退学を余儀なくされる度合いが大きいのは低階層出身者である (Ishida，2007， pp. 63-86)。こ

の種の属性を持つ生徒の学力を高め，進学機会を開くには，根本的には家庭の経済力の向上が不可

欠であるとしても，教育機会の保証を確保するためには，車の両輪である経済力と学力の向上が欠

かせないし，両側面における社会的支援が不可欠である。具体的には，奨学金制度の拡充，学力保

証の学校教育である。前者の場合は，今回の調査でも高校教員が罫見している通り，極めて即効性

が高い方策である。しかし，その前に政府の教育に対する公的支出に占める GDP比が少ない現実

を改革する必要がある。高等教育の場合を事例にしても，割合はわずか 0.5%に過ぎず， OECDの

平均1.0%を遥かに下回り，最下位にランクされるとし、う現実を直視する必要がある (OECD2oo8，

240頁)。経済大国と言われながらも，現実には長年の貧困な高等教育政策のツケが現在の深刻な問

題の引き金と化している以上，その政策の反省と見直しを回避できない。

後者の場合は，こうした教育投資の不振と連関しているはずであるが，学校教育の教育環境がし

だし、に悪化して，適切な教育の質保証が十分達成されない事態を若超していることと関係が深い。
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PISAの調査結果は， 日本の学校教育が後退している事実を証明している面も少なくなく， とりわ

け，得点の少ない下位層の生徒が増加している現実に注目するならば，社会階層と教育格差の関係

が最も直強的に反映される部分が悪化の一途を辿る現実が露呈しているのである。

第7に，第6の「奨学金制度」と関連するが政府財政支援J(7位)と 「学費値下げJ(9位)

がいずれも平均値より上位に位置することを注目する必要がある。これらは一括して見れば，大学

に要する授業料や納付金など各種費用が上昇し，受験生や在学生，あるいはその家庭の家計を圧迫

している事実との関係が大きい要因である。

政府の財政支援は，根本的には，上で述べた GDP比に見られる知く，世界的にみて停滞してい

る現実が厳然と桐生する限り，何よりもそれを払拭しなければならないことは論をまたな川また，

国立大学法人に配分される運営費交付金は毎年間ずつ機械的に目減りしている以上，その政策に

歯止めをかけなければならない。今回民主党政権は，多少の歯止めをかけたが，暫定的な政策の域

を出ていない以上，来年以後の先行きは不安定とし、うほかなく，中長期の政策が必要である。他方，

全大学数の8割を占める私立大学は国立大学以上に経営や財政の問題が深刻である以上，政府から

の援助金を見直して，底辺の底上げを図る政策が欠かせない。例えば，私立大学等経常費補助金は，

rQ)私立大学等の教育研究条件の維持向上，②学生の修学上の経済的負担の軽減等に資するため，

日本私立学校振興 ・共済事業団が国から補助金の交付を受け，これを財源として学校法人に対し私

立大学等の経常的経費について補助するものJである。また，平成14年度に創設された私立大

学教育研究高度化推進特別補助Jは，文部科学省が直接学校法人に補助金を交付するものである。

こうした補助金は多少増額されているが，十分な状態にあるとは言えない。

「学費値下げ」は，国庫からの援助が逓減し，授業料やアウトソーシングに期待せざるを得ない

国立大学では，費用を捻出するために，当分私立との格差を埋める方向で上昇基調に展開する見通

しであるから，値下げは望み薄である。公立大学も同様の傾向を示す。私立セクターは，国立 ・公

立セクターに比較して授業料は概して高い。もちろん，大学問に高低差のあること，文系 ・理系，

学部 ・学科，等の格差は否めないし，医学部，歯学部，薬学部，の理系学部や音楽学部などは，概

して入学金，授業料，納付金などが高い，とし、う温度差は見逃せない。したがって，今回の調査に

具現している「学費値下げJは，概して高い学費を値下げしてほしいとしづ要求に他ならなし、。し

かしながら，大学が経営の観点から「学費値下げ」が困難な状態に直面している現実があるとすれ

ば，現実が好転する可能性は乏しし、から，代替策が必要とならざるを得ない。その点，奨学金制度

が発展していなし、~伏を米国並みに発展させて，学生やその家庭の負担を軽減する高等教育政策を

樹立することが課題である。

第8に，大学を「生涯学習機関」とみなすを見点は，第8位とやや下位ではあるが，平均以上の上

位に位置づいている点を評価したい。というのは，選択肢に掲げた「日本の大学は生涯学習機関と

しての役割を積極的に担うべきである」との観長は， 日本社会の世論からすれば，必ずしも支持率

が高いとは言えないと解されるからである。例えば，文部科学省に生涯学習局が創設されて久しい

が，高等教育局と棲み分けされた体制のなかで，両者を統合する観的計、まだに成熟しているとは

言えないだろう。それどころか，ともすると伝統のある初等 ・中等教育局や高等教育局の後塵を拝

する構造を呈しているとの印象を与えがちである。人間の誕生から死亡にいたるライフサイクル全

体を包括した生涯を射程に入れて，個人の生涯学習を醸成し，支援する観長を爵見し，生涯学習を

基盤として生涯教育の視点に立脚した政策を展開するならば，学校教育や高等教育は生涯学習の機

関と位置づけるのは妥当の方策であろう。そのように考えれば，生涯学習局は高等教育と同列に位

置するのではなく，むしろその上位に位置づいても決して不思議ではあるまい。

本来，中世に誕生した大学制度は， 19世紀以後に誕生した初等教育や中等教育の制度よりも先に

制度化された魁偉があり，歴史的には特定の階層に開放されたエリート的性格を備えている。これ
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に対して，生涯学習制度は大学以外の初等 ・中等，社会の各教育を包括し，家庭，地域，学校，職

場などの社会を包括して成り立つ，広範な階層に開放された大衆的性格を備えている。前者は中世

大学以来，上から下へと教育機会が推進された点で下構型教育制度であり，後者は近代学校以来，

下から上へと教育機会が推進された点で上構型教育制度とみなされる。その意味で，生涯学習は大

衆型かっ上構型で、ある。このような生涯学習を大学に組み込み，大学がその一環に位置づくとの観

点には，大学内部からかなりの抵抗があるのは想像に難くないはずである。

最近，発展がめざましい第三期教育は，第一期教育，第二期教育と連続する概念であるから，中

等後教育や高等教育よりも広範な包括的な概念であるとみなされる。いわんや大学とは比較になら

ぬほど包括的な概含、である。その意味から考えると，人間の生涯学習を第一期教育・第二期教育 ・

第三期教育を通じて社会全体の中で貫徹する発想は新しし呼見4主である。中世以来発達した大学は近

代以来発達した中等後教育や高等教育とは一線を画し，ましてや第三期教育とは大きく異なる側面

を持つことは言うまでもない。それでも，教育が単に少数のエリートのみではなく，大衆に開放さ

れるものであることを勘案するならば， 21世紀は第三期教育の時代が展開される可能性は極めて大

きく，それと生涯学習が呼応し，連携して進行する動きが加速されるのは必至であろう。大学はそ

の潮流の中に組み込まれる時代を迎えていると言って過言で、はあるまい(有本， 2005)。

その意味から洞察するならば，今後の大学は大きな変貌を期待されていることは自明と言わざる

を得ない。生涯学習の潮流に樟差すので、はなく，接続し，それに埋没するのではなく，大学の独自

性，主導性，創造性を十分発揮することが期待される。高校以下の教育と接続し，学士課程と大学

院を接続し，さらに大学と職業や社会との民続が不可欠の課題となる。そのためには，大学の中の

教育を接続発展型へて改革する必要があるし，実際，中教審が答申して提言したように，大学は従

来の伝統を踏襲して学部教育と大学院教育に区分するのではなく，学部を学士課程に見直し，大学

院を修士課程と博士課程に見直し，これらを一貫的に接続して，学士課程教育，修士課程教育，博

士課程教育を構築するとしづ課題があるのである(中教審， 2008)。当然，これらは生涯学習と呼

応したフ。ロセスとして構想される必要がある。

以上のような文脈からすれば生涯学習機関」としての大学としづ発想は， 21世紀には一段と

重要性を増すものと見込まれる。すでに高校生の大学進学率が 50%を超えてポスト大衆化段階に至

り，ユニバーサノレ化段階を迎えた大学は，好むと好まざるにかかわらず清三期教育の潮流に洗われ，

従来のエリート教育，さらには大衆教育の段階を超えた第三期教育型の教育を期待される度合いが

高まったので、ある。大衆化段階よりもさらに大衆化して多様化の度合いを増し，超多様化した学生

に対応するには，大きな教育改革を遂行することによって，学生の学習力，学修力，学力，を向上

させなければならなし、 それは，試行幸吉呉しながら，現実的にはすでに展開されている転換教育，

リメディアル教育，初年次教育，キャリア教育などに具現しているところである。

第 9に，総じて現在の大学に対して求められている期待は大学とは何かj としづ命題を問い

直す観点であるとみなされるに違いない。それは，中教審答申流に言えば，アドミッション・ポリ

シー，カリキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシーの諸側面における質保証の営みと言っても

よかろう。アドミッション ・ポリシーでは，大学の入口で行われる入学誌験に照準を合わせて，従

来の入試のあり方を批判的に問い直す動きが生じるのである。その点，高校教員の反応している回

答， r大学数が多過ぎるJ(6位)は， r今の日本の大学は数が多すぎである」というi輯尺肢への対応

であり，現実の入口政策への批判的貝島平である。

1991年の大綱化政策の導入は，大学の門戸開放政策で、もあって，入口を広くし，オープンアドミ

ッションを大幅に推進した結果，国立大学は抑制されたものの，私立大学を中心に大小さまざまな

新設大学が誕生し，現在の大学総数は約 800を数えるまでに膨張した。規制緩和は大学設置審の審

査を緩和したため，従来なら認可されない水準の大学・学部も認可され，雨後のタケノコ並みに叢
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生した。入口を緩和して，設置し，その質は市場原理に委ねたレッセフェール政策が展開されたた

めに，結射切こl調製首U査のそしりを受けても仕方がなし、ほどのインフレーション現象の結末を導

いた。最近は，一転して，文部科学省の設置認可が厳しさを増しつつあるのは，この間の反動現象

の何ものでもあるまい。卒業時の学力や就業力などの質保証に期待する観長から，それと連動して，

入試病室抜のあり方が問われはじめていることは間違いなかろう。

その意味で，今回の調査がその聞の市場原理偏重政策への問い直しであることは明々白々である。

rAO入試付鵠入試は廃止すべきで、あるJ(11位)が否定的に捉えられているのは，同様の動き

を裏書する回答である。AO入試付佐薦入試を廃止するのには，やや反対の回答であることは，質

保証の裏づけが不可欠であることを示唆している。また， r大学は高校生の教科の学力のみを基準に

入学試験を行うべきであるJ(13位)も，否定的であるから，教科学力一辺倒の選抜には反対であ

ると読める。

これらの結果を翻訳すると，大学進学者の多様化に対応した入学誤験が求められており，新ヰ学

力のみに焦点づけた入試ではなく，多様な資質・学力を見極める AO入試や推薦入試の必要性が求

められていることが，回街吉果に具現しているのである。このように，画一化した入試に否定的で

あると同時に，画一化した学生には否定的で、あって，その点は「短大から匹]大へJ，すなわち 「短期

大学は4年制の大学にすべきで、あるJ(19位)にも知実に反映されており，すべての大学を4年制

大学にして画一化する政策には反対である。上でみた社会階層との絡みでは，高校生の進路として

は倒暗層は就職，各種学校，専門学校，短期大学への進路を取る蓋然性が高しイ頃向があるから，短

期大学の廃止はそうした進路を阻害する可能性が高いことになる。また，入口の多様性は，生涯学

習の一環としての大学を標楊するならば，多種多様な学習機会を提供する上で論理的に見合うはず

である。したがって，それとの連関として，大学入学後に開始する生涯学習や生涯教育と関わる，

カリキュラム ・ポリシーやデ、イプロマ ・ポリシーも多樹主を基盤とした多様な学習及び教育の機会

提供とその質保証が懸案となるのは当然の帰結である。

第 10に，入学した大学生の多様化に対応した段階への期待は，大学の主要な機能である学事=

アカデミック・ワーク，換言すれば主として研究，教育，サービスなどとの関係が少なくない。し

たがって，学事を中心とした大学観は，学事の担い手である大学教員観あるいは大学教員への期待

と代替できるはずである。すでに考察したように，高校教員は， r高度な研究」を期待すると同時に，

「大学は学生に専門的な知識や技能を身につけさせるべきで、あるJとして専門的知識や技能を期待

し， r大学は学生に教養を身につけさせるべきで、ある」として教養の醸成に焦点を置いた大学観を明

白にしているから，それを大学教員の役害IJに置換すると，高度な研究，専門教育，教養教育への期

待が強し、ことを意味する。要するに，教員には，基礎研究やすぐ役立つ研究よりも高度な研究を求

払学生の教育に対しては専門教育と教養教育を求めているのである。このことは，高校教員の期

待は，教員自身の自己像よりも学生の大学教員像に近いことは上記した通りである。

翻って，大学や大学教員の側からみると，高度な研究をし、かに専門教育や教養教育へと転換する

ことができるかとしづ課題がある，ということになる。言うまでもなく，最先端の研究がそのまま

大学の耕受一学習過程へ転換されるとは限らなしL博士課程のように学生自身が博士論文を手掛け

ている研究者である場合は，高度な研究がそのまま教授ー学習過程へと転換される度合いは高いと

しても，学士課程の学生には，最先端の研究をそのままぶつけると難解で、あって，消化不良を招き，

欠陥授業に陥る公算は少なくないだろう。研究成果はカリキュラムへ転換するときには，教育目的・

目標，授業の難易度，学生の成長発達段階，学力保証，等を勘案して，適切な内容に構築する作業

が欠かせなし、。こうしして，カリキュラム・ポリシーが十分に発揮されなければ，研究と教育は連

携されることは困難を極めるのは明白である。

大学の入口で選抜されたとしても，個々の大学に入学して来る「超j多様化した学生に対して，
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大学の中味に当たるカリキュラムに位置する種々多様な内容・方法の教授ー学習過程を創意工夫し

なければ，大学の出口で標楊するしかるべき学力を酒養して，大学水準の卒業証書を付与すること

はできなし、。もとより，毎年入学する約 60万人の学生と約 800の大学の組み合わせは千差万別で

あり，ーっとして同じ組み合わせはない以上，個々の学生に最も適切な教育は個々の学生の固有性

に対応した唯一無二の教育であるはずである。しかし，それは理念で、あって，理論で、あって，現在

の大量化し，大衆化し，多様化し，超多様化した大学教育では，その実現は甚だ困難を極めるに違

いなし、し，いかに理念に接近可能であるかは個々の大学相国々の大学教員が取組む教育の質保証の

現実的な問題であると言わなければならなし、。

このような大学教育のメカニズムにかんがみると，すべての大学を一元的な価値観に即して画一

化せんとしても実現不可能であろうしまた，大学に様々な機能が期待されている以上，それを単

一の機能に集約することは不可能であろう。かくして，大学に対して，研究一辺倒の大学明主に教

育一辺倒の大学を期待するのは無理が生じるし，大学教員に研究一辺倒の教員や教育一辺倒の教員

を期待するのも無理が生じるはずである。その点は，今回の調査情果にも同様の貝解が窺われると

言わなければならない。すなわち，回答者は「日本の大学は研究中Il;古切て学，教育中心型大学，地

域貢献型大学などに種別化すべきであるJ(12位)には，肯定的反応を示しているとはいえなし、か

らである。中教審の答申 (2005年)では，大学の種別仕講想を明確に打ち出し， 7種類の大学類型

を区別しt-::..o すなわち，①世界的研究・教育拠民②高度専門職業人養成，③幅広い職業人養成，

任総合的教養教育，信滑定の専門分野(芸術，体育等)の教育 ・研究，⑤地域の生涯学習機会の拠

点，⑦社会貢献機能(地域貢献，産学官連携，国際交流等)である(中教審，2005)。

種別化は，大学を研究と教育を機軸に再編成する傾向を内包した概念である。例えば，理論的に

は，①研究+教育+，②研究+教育③研究-教育+，④研究-教育とし、う四類型ができる。①型は

現想的であるし，いわば従来型大学が追求してきたタイプである。②型は研究所のように教育はほ

とんど行わないタイプである。③型は研究はほとんど無しでひたすら教育に専念する，学校タイプ

であるo @浬は，研究も教育もしないので，大学に値し、しないタイプである。大学種別化には，④

型は含まれていないが， Q沼沼浬もしくはそれに近いタイプが含まれている。研究大学は，任浬に

近いが，他の専門大学や教養大学等は@浬に近いタイプである。したがって，種別イけ薄想では，少

数(全体の 5%程度)の研究大学と大多数のその他の大学が設置されることになる。

受験生を選抜(選別)して，これらに配分すると同時に，大学教員も任用・昇任過程を通じて選

抜され配分される。その結果，研究と教育は研究大学では連携し，統合されても，多くの大学では

分業化して，断片化する可能性が高いことになる。多くの大学では，大学教員の最先端の「高度な

研究Jを基盤とした教育が行われる可能性が減退するから，そのような耕受ー学習過程を通してこ

そ酒養されるはずの学習力や学力は実現困難に見舞われることにならざるを得ない。上記の学生調

査，教員調査の結果にも，具現している事実である。「教員が『高度な研究能力』を媒介に学生の『論

理的な思考力』を酒養することは， ~論理的な思考力』を実現するには不可欠の課題であるにもかか

わらず，その実現を果たしていない事実が厳然と荊宝する。J(有本， 2010， 19頁)

上述した「生涯学習機関Jとして大学を位置づける観長からすると，多くの学生が収容されるの

は研究大学以外の大学であり，そこでは大衆教育の役割を引き受ける公算は晶、であろう。しかし，

そこに立ち現われるのは，伝統型の研究を基盤としての教育記者子するフンボ、ルト現念型が希薄に

なった，第三期教育型の大学に違いないのである。最先端の研究を行っている研究者としての教員

が授業をすることによって形式知Jを媒介にしてではなく日音黙知」を媒介にしてこそ学生に

創造力，問題解決能力，発見力，教養を真に醸成できるにもかかわらず，その機能はそこでは後退

してしまう。国民の多数を教育する生涯学習機関に，この種の創造力や問題解決能力などの学力を

期待しないはずであるのはもとより，そうした学力をもっと必要とするはずのエリート教育も期待
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しないはずである。

「大学は社会のエリートとなる人々を教育，養成すべきであるJ(14位)は否定的であるから，

高校教員は 「エリート教育」の必要性をあまり意識していないと読める。 麻生が指摘するよ うに，

現在のエリートは 「学歴エリート」が主流である(麻生， 2009)。その意味のエリート教育は現在

の大学でも機能しているのに対して，今回の質問項目には，新たに大判郵1]1ヒによるエリート教育

が含意されてしも。その「大学年郵IJ化J(12位)は否定的回答を得ている以上，現在の大学を再編

成してまでエリート養成機関を設置するのには反対色が強く見られると解される。もし，必要とす

れば， 現在の大学の養成する 「学歴エリートJを否定するとし寸前提に立脚するのであるから，新

しい機関を創設しなければならず，その場合は，上記の③型ではなく，①型になるに違いなし、。

総じて，大学を「生涯学習機関Jの一環に位置づける場合もエリート教育」機関に位置づける

場合も，それがそもそも大学である限りは，一定の条件を担保しなければ，単なる学校や研究所に

ならざるを得ないとしづ限界が露呈する。大学の学事 (academicwork)が研究，教育，サービス

の連携と統合である以上，それらの適切な組合せが現実的な研究であり，教育であり ，サービスで

ある。学事の車の両輪に該当する研究と教育に限定しても，研究を基盤とした教育こそが担保され

るべきで、あって，それに反して，研究を欠如した教育や教育を欠如した研究は，大学や大学教員の

機能に顕在的あるいは潜在的な逆機能を生じることは回避できない。学事が円滑に作用しない大学

は大学の桐生理由を喪失するばかりか，そこでの大学教員は単なる大学教員に過ぎず専門職とし

ての大学教員」とし、う柄主理由を喪失せざるを得ないのは当然の帰結である。

図1高校教員の大学に対する要望
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3.高校教員の大学観ー属性別比較

2章では，全体の傾向に対する解釈を行ったので，以下の章では，属↑拐リの比較を行って，やは

り多少の角拝尺を付してみた。ここで使用する属性は，↑生別，年齢別，経験年数別，担当教科別，の

都合4項目である。

( 1 )性別

すでに冒頭で論じたように，高校教員の回答結果を比重の大きさに従って上位から下位に配列し

た順位をみると高度な研究J['専門的知識J['教養J['広報J['奨学金制度」が 5位までを占める
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ことが分かる。この順位は個々の属性比較にも通低している総合的なものである。

まず，↑生別に比較して，男女差が大きい項目をみて，全体を概観すると次の通りになる。①高度

な研究明 95.8%;女94.6%)，②専門的知識(男 91.9%;女97.3%)，③教養(男 85.0%;女89.2%)，

④広報(男 83.5%;女 86.5%)⑤奨学金制度(男 84.2%;女 81.1%)。この結果を見ると，いずれ

の項目でも男女聞に大きな差異は認められない。男性教員は江沼，女性教員はe沼渇において，そ

れぞれ他性よりも多p数値が齢、程度の差異である。

順位を 6位から 9位まで下げてみると，⑥大学数多すぎ(男 78.8%;女 73.0%)，⑦政府財政支

援(男 75.4%;73.0%)，③生涯学習機関(男 67.6%;女73.0%)，⑨学費値上げ(男 61.2%;女48.6%)，

となり，⑥の学費値下げは女性にくらべて男性の賛成する割合が多いことが分かる。それ以外の項

目は@ゅでは男性，⑧では女性が他性よりも割合が多少大きし、とし、う違いがある以外，男女差がほ

とんどない。

さらに下位項目に目を向けて，⑪基礎的研究，⑫IAO推薦廃止，⑬大学種別化，⑭教科の学力，

⑬エリート養成，⑬教育重挽⑪役立つ研究，⑩1完進学学部生，⑮短大は四大へ，を検討してみる

と，@ゅは男女差が大きく，男性の割合が高い。逆に00は女性の割合が高い。このように，↑生別

では，敏鴻などで男性が女性よりも，逆に00などでは女性が男性より，それぞれ支持率が郎、

以外は特に大きな相違を見出せない。

図2 高校教員の大学への要望ー性別比較
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(2)年齢別

年齢は， A: 35~39 歳， B: 45~49 歳， C: 55歳以上，の3つのグルーフ。に代表させて比較した。

全体を概観すると，①高度な研究 (A:100% ; B93.1% ; C95.1%)，②専門的知識 (A: 93.5% ; B : 

90.2% ; 87.8%)，③教養 (A:67.7% ; 85.3%; 82.9%)，④広報(A:90.3% ; B : 82.4% ; C : 85.4%) ， 

⑤奨学金制度 (A: 83.9% ; B : 82.4% ; C : 82.9%)，などとなる。この結果から，①は 30代が高

率であり，②はあまり差がないが 30代が高率，③は 40代が高率で 30代はかなり低率，④は 30

代が高率，といった傾向がみられる。さらにみると，⑤大学数多すぎ(A: 77.4% : B : 77.5% ; C : 
87.8%) ，⑦政府財政支援(A71.0% ; B76.5% ; C : 68.3%)， ([生涯学習機関(A:67.7%; B: 68.3% ; 

C: 78.0%)，⑨学費{直とげ (A:54.8% ; B : 64.7% ; C : 61.0%)，となる。⑤は 55歳以上が高率

で，⑦は40代がやや高率，それに 30代， 55歳以上が続き，③は55歳以上が高率，⑨は40代が

高率でそれに55歳以上が続き， 30代は低率，といった状態を示していることが分かる。
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こうして，年齢的には， 30代はq渇で高率であるが， Q児島は低率。すなわち，高度な研究，専門

的知識では高率，教養や学費値上げでは低率，としづ結果が出ている。若い世代は研究志向，専門

的知識志向を期待していることがわかる。他方， 40代は@迩児島で高率，すなわち，教養，政府財政

支援，学費値下げで高率であり， 55歳以上は.@J)が高率，すなわち，大学が多すぎる，生涯学習機

関の項目で高率である。
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図3 高校教員の大学への要望一年齢別比較
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(3)経験年数別

「大学は高度な研究を行うべきである」に関しては，全体で 303人の回答がある中で3 そう思う

(96%にそうは思わない (1%)，どちらとも言えない (4%)，となり，肯定が圧倒的である。この

項目に対する反応は経験年数 (4年以下;5-9年 ;10-14年;15-19年 ;20-24年;25-29年 ;30 

年以上)の差異は殆どなく，概して高率である。これと近似しているのは，専門的知識に対する反

応である。この2項目以外も大同小異で、ある。ただ， r4年以下jの反応は，他と比較して外れ値的

なものが多い。「役立つ研究Jr大学数多すぎJr院進学学部生Jr奨学金制度Jrエリート養成Jr短

大は四大へJr政府財政支援」などの項目で極端に割合が高い。このことは，この層の母集団が少な

いことに由来すると解される。この層を除くと，全体の傾向を理解しやすい。経験年数が長い層は，

例えば r30年以上Jと r5-9年」の比較を事例にする と， r孝t科の学力J(38.5%; 35.7%)， r大学

種別化J(42.3%; 35.7%)， r奨学金制度J(86.5%; 64.3%)， r教養 82.7%; 64.3%J， r学費値下げj

(57.7% ; 28.6%)，などで高率を示す傾向が窺え， r奨学金制度jや 「学費値下げ」に賛成が高率

なことは，経験年数が少ない層よりも下位階層出身学生に対する百白童があることをノ刊変する。教科

学力や大学種別化への賛成比率が高いことは，学生の学力向上，学力に対応した大学，教養劃見な

どを経験年数の少ない層よりも賛成する割合が高いことを示唆する。
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図 4 高 校教員 の 大 学 へ の要望ー教職経験年数別比較
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(4 )担当教科別

担当教科では，比較的母集団の多い国語，社会，数学，理科，英語を対象に比較することにした

い。すでに指摘したように，① 「高度な研究J，② 「専門的知識J，③ 「教養J，④ 「広報J，⑤「奨

学金制度j が 5位までを占める。図 6を参照にして，この順位に照らして観察すると，①(国語

94.8% ;社会98.4%;数学94.1%;理科 97.5%;英語95.6%)は全体に均質的に高率を示す。② (国

語 91.4%;社会 95.2% ;数学95.6% ;理科95.0% ;英語86.7%)は英語がやや少ない以外は似通っ

ている。③ (国語91.4% ;社会 87.1% ;数学86.8% ;理科87.5%; 82.2%)は国語がやや高率，英

語がやや低率だが，大差はない。④ (国語 81.0% ;社会 88.7%;数学 72.1% ;理科 95.0% ;英語

91.1%) は数学が多少少ないがそれほど大差な川 ⑤ (国語79.3% ;相会 85.5% ;数学80.9% ;理

科 80.0%;英語91.1%)は英語が多少多いがそれほど大差はない。このように，特に特定の耕ヰが

高低の比率の何れかに突出しているとしづ回答はみられず，ほぼ同様の反応を示していると解され

る。ただ，理科教員は，他の耕ヰの教員よりも，研究力や学力を書見するなど多少ながら研究重視

の伝統的な大学観を持っていると推察できるかもしれない。例えば基礎的研究JrAO推薦入試

廃止Jr教科の学力」などには他より も高率を示し 役立つ研究Jr生涯学習機関Jなどには低率を

示している。

国6 高校教員の大学への要望ー担当教科別比較
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高校教員の大学観一総論

結 論

以上，高校教員の大学観を何故と属↑生別比較の観点から総論的に論じた。与えられた高校教員に

はサンプノレにやや偏りがあると思われるので，その点を考慮しなければならないが，その範囲内で

分析し，特徴において種々の事実を検討したが，それと属性別比較とを包括した上で，冒頭で指摘

した仮説との関係を吟味すると，次の結果に整理できる。

1. まず， R干 S統合による研究と教育の質保証は，教育罫見よりも研究爵見の傾向を示した。す

なわち， 研究では「高度な研究Jr役立つ研究Jr基礎的研究Jr専門的研究，J，教育で、は「教育罰則

「教養jのグソLープが対応するので、あるが， 概して研究の項目への反応が上位を占めた。 しかし，

教育が無視されているのではなく，教養を教育に含めれば，教育への期待も大きし、ことが分か

る。属↑生別には，巨視的には特に著しし、相違はみられないので，どのような属性からみても，

この種の反応が見られると言える。

これらの回答を勘案すると，研究と教育の統合はかなり期待されていると言える。学修や学

習への期待を測る質問項目がないので，残念ながら研究と教育と学習の連闘を吟味できないの

で， R千 Sの統合がどの程度期待されているかは，今回の調査では不明だとしても，少なくと

も研究と教育の連携と統合には潜在的にかなりの期待があるとみてさしっかえあるまし、。

2. 大衆イ七からエリート化は， rエリート養成JrAO推薦廃止Jr大学が多すぎJr院進学学部Jr耕ヰ

の学力Jr短大は匹]大へJのグループが対応する。これらの中では大学多すぎ」のみは上位に

入る反面，その他は下位に位置することから，現在の[学歴エリート]を超越するようなエリー

ト化を期待する度合いは相対的に低し、といえる。属t生別にみても巨視的には大差はない。

3. 逆に，大衆イヒからユニバーサノレ化は， r大学種別化Jr生涯学習機関」のグループが対応しており，

これらの中では生涯学習機関」のみが上位に入るが，大衆化はかなり期待されているとみな

せるだろう。属性観には，大きな相違はないので，何れの属性を問わず同様の反応があるとみ

なされる。大学を生涯学習機関に位置づける視長は，第三期教育とのハイイブリッド化を示唆

しており，学生の成長発達やライフサイクル全体に位置づけた学修や学習を大学に要求してい

る点で従来の大学観からの転換を求めている。

4. 格差社会には奨学金制度Jr学費値下げJr政府財政支援Jのグ、ルーフ。が対応しており，これ

らすべての項目が上位に入るから，現在の格差社会の是正へ関心が高いことが判明する。年配

教員を中心にそうした反応が多し、傾向がある。低階層からの大学進学が阻害され，進学して

も退学や休学が増加する現水を考えると，その打開が大学の対応と同時に政府の高等教育財政

支援や奨学金大学などの政策として要望されていることが分かる。

5. 最後に，アカウンタビリティには広報jが対応するが，それは4位にランクされることから，

高校教員には5齢、期待があると言える。属性的にみても，巨視的な差異はなく，概してその種

の期待が強い。大学が閉鎖性から開放性へ向けて情報公開を積極的に行うことが不可欠だとみ

なされているのである。
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Abstract 

General Remarks on the Concept of Academia 

by the Senior High School Teachers 

AkiraARIMOTO 

Professor and Director, Research Institute for Higher Education, Hijiyama University 

Universities and colleges are usually managed on the basis of the government subsidies, 
foundation grants, people's taxes, and students' tuitions and fees so that it is indispensable for 
them to realize social accountability by listening to the demands and opinions of these various 
stakeholders. Accordingly, enhancing "universalism" is necessary to make universities and 
colleges understood by society without falling into the clutches of "particularism" which are apt 
to lead them to an ivory tower. 

Based on such consideration, we have already surveyed learned persons, such as doctors, 
lawyers, company's presidents, bureaucrats, and civil servants. On the other hand, this paper 
intends to make an analysis of the consciousness of high school teachers in order to obtain 
information useful for academic reforms. The questionnaire survey was conducted from 2009 to 
2010 by mailing surveys to senior high school teachers throughout the country. As a result, we 
obtained 325 samples respondents with a 18.9% return rate. 

Hypothetically, modem universities and colleges are moving in different directions: Quality 
assurance and differentiated society; elitism orientation and universalization orientation from 
the basis of the mass education stage of higher education; integration of research, teaching, and 
study (R-TS nexus); realization of accountability to society. 

Based on this hypothesis, the paper analyzed eighteen question items, in relation to the 
hypothesis, among a series of questionnaires used for the survey. Among the answers to these 
items, for example, several items are located higher in the ranking order as follows: academia 
should orientate to the most advanced research; academia should be committed to acquiring 
professional knowledge; academia should be committed to liberal arts education; academia 
should disclose information to society. This paper attempts to shed light on these facts and the 
reasons behind them. 
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